
様式第２号（第４条関係）

 ● 第５次行政改革大綱第１次実施計画との関連 　　有　・　無

１■事務事業の概要

　

　 部
課

又は施設

　　

②項

対象と
対象の数

　

２■事務事業実施の状況

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　

　
活動実績
ａ（単位)
直接事業費
ｂ（千円）
人件費
ｃ（千円）
合計コストｄ
(ｂ＋ｃ)
（千円）

単位コスト
ｄ／ａ
（千円）

①節
　③基本施策

　④単位施策(中）

保険係健康福祉課

　健康に対する関心が高まっているが、実際に行動するきっかけを求められず
にいる。

係

コード  2―3―3―2　保健予防事業の充実

　平成２０年度から特定健診・保健指導が実施されたこと
で、市民の方に健康に関する関心が高まっている。

一般事務事業 経常事務事業 建設事務事業

　生活習慣病を含め病気にならない健康な身体を維持したいというニーズは高
く、健康活動を行う機会を求めている。

2―3―3　国民健康保険 コード

国保保健指導事業

保険年金課 保険年金課長補佐　山田啓二

当たり当たり 当たり

　1団体４５千円を補助し、１５団体で総額６７５千円の補助金を出しており、それに臨時職員(看護師・管理栄養士)の賃金のうち事業に係る事務割合（３／４）のを加算して直接事
業費とする。また各団体に対し看護師や管理栄養士が健康講話や調理実習指導・栄養指導等を行い、それの回数に従事した賃金を直接事業費とした。

１回あたり16.6 １回あたり17.4 １回あたり20.3

当たり 当たり 当たり 当たり

2,866 2,836

　平成２７年度　平成２５年度

2,407 2,866 2,836

　平成２３年度

165(回)

21(団体）

指標の説明

　平成１９年度 　平成２０年度 　平成２２年度

後期目標値(単位)前期目標値(単位)

　保健師、看護師、管理栄養士の合わせて４人により、１人４団体を支援するとして１５団体を年間
の認定団体数とし、２０１５年度には健康維持増進に積極的に取り組んでいる団体数を２１団体とし
た。

15(団体）

　運動や調理実習等、単なる事業の実施のみでなく、健康づ
くりの三要素である栄養・運動・休養をバランスよくできる
ような動機付けを行った。

市民ニーズの認識

 生活習慣の改善の必要性は理解しているが、実際に改善行動に至るきっかけが
つかめず、その機会を求めている。

社会保障

意図（対象を事務事業によっ
てどのような状態にするの
か）

社会状況等の事務事業がおかれる環境把握

　地域で自主的に行っている活動を健康増進団体として支援することで、活動の継続性を高める。また、団体に看護師等が指導を行
うことで予防活動に対する意識を高め、健康の維持、増進を図る。

コード 2―3―3―2―3　健康増進事業の推進

　医療費適正化を図ることは重要課題であり、それには生活
習慣病予防対策を行うことが必須条件である。

　⑤単位施策(小）

 メタボリックシンドロームという言葉が社会的に広まり生活
習慣を正さなければならないとういう意識は高まっている。

保健福祉

「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

　ウォーキング、健康体操、食生活改善など生活習慣病予防や健康の維持増進に資する活動をしている団体に対し、その活動費の一部として１団体につき４５，０００円を３年間を限度として、１年間に１５団体の
計６７５,０００円を補助する。併せて、認定された団体には、看護師や管理栄養士が健康に関する指導を行う。

　３５歳以上７４歳以下の１０人以上
の団体で半数が国民健康保険加入者で
構成し、各構成員の健康の維持と増進
活動をする団体

評価票作成者

0

〃

　健康増進団体数(団体)

0

事務事業実施にあたって心がけた改善の取組み

0

140(回)

事務事業成果指標名

 引き続き事業を実施することにより、他の行動へと健康づ
くりに結びつく行動変容を促した。

アウトプット実績（活動数値）の補足説明

 
２－２総合計画に
おける単位施策成
果指標

 
２－３成果指標に
係る活動実績とコ
ストの推移（アウ
トプット分析）

145(回)

2,407

　平成１８年度

１－１事務事業の
名称

１－２担当

１－４事務事業の
目的の精査

　
２－１事務事業の
実施における基本
認識

 
１－３総合計画に
おける施策の体系

１－５事務事業の
内容

健康増進事業（主要事業）

　平成２４年度　平成２１年度 　平成２６年度

　有
無



　

後期目標値
に対する達
成度（％）

３■事務事業の自己評価結果

　
単年度
担当課評価

　　　　　
　　● ４段階評価結果 Ａ ： 上位目的である施策に貢献しているので継続する ● 判断の基準　①必要性（必要な事務事業であるか）

Ｂ ： 事務事業の実施手法や環境（予算的・人的）に改善が必要 　　　　　　　 ②公共性（公が実施する意味があるか）
　 Ｃ ： 縮小等、事務事業としての見直しが必要  　　　　　　　③妥当性（ニーズに対して投入が適正か）

Ｄ ： 事務事業の廃止が相当 　　　　　　　 ④効率性（結果に至る活動に無駄はないか）
 　　　　　　　⑤有効性（活動の結果が上位の目的に貢献しているか）
               ⑥市民満足度（事務事業が対象にしている市民を満足させているか）

　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

４■事務事業の総合評価結果

平成18年度

平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

　平成２６年度

　平成２７年度

　平成２７年度　平成２５年度

　平成２５年度 　平成２６年度

次年度に向けて改善する取組み 事務事業の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

　平成２３年度 　平成２４年度

　平成２４年度　平成２２年度

15

　平成２１年度

　平成２０年度

Ａ Ａ

　平成２１年度 　平成２２年度３－1　評価結果
(アウトカム自己分
析）

　平成１８年度 　平成１９年度

 
２－４成果指標に
対応する実績と達
成度の推移

指標対応実
績（団体)

71.4

Ａ

14 15

結果

Ａ

Ａ

Ａ

　平成１９年度 　平成２０年度

66.6 71.4

　平成１８年度 　平成２３年度

今後の環境変化を踏まえた課題認識

〃

　各団体の活動の発展段階に応じてそれぞれが行動変容でき
るような支援をする必要がある。

審査会による改善方向の指示

　
３－２評価の内容

〃

　健康づくりに対する要求は多くなると思われるため、専門
職を充実して的確な保健指導をする必要がある。

　各団体の一人ひとりが健康を意識し、地域の中で活動の輪
を拡大していくようサポートする。

　各団体が示した１年間の目標を達成するための支援をおこなった。また団体
自身も目標を意識して活動することができた。

　活動の目標が曖昧な団体がいくつかあったので、目標設定の必要性を認識さ
せる必要がある。

〃

　
４－１総合評価の
結果

　継続して事業を進めること。

　継続して事業を進めること。

　各団体が１年間の活動結果から次年度の目標を設定できる
ように指導する。

　継続して事業を進めること。


